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The Japanese government tries to progress cashless society in Japan not only to cope with
the lost opportunities for domestic consumption by inbound tourists, but also to solve the problem
of labor population decline that surely occurs in near future and to promote new industries using
big data analysis by Japanese companies.
The Japanese government is trying to expand the use of cashless payments in Japan by
enhancing economic incentives of the stores, consumers and payments service providers.
However, the incentives are influenced not only company size and unit price, but also reciprocal
relationships that often are observed in Japanese traditional communities. For this reason, the
biggest benefits of becoming cashless in Japan are almost limited to the stores with large
companies that sell products and services with high unit prices, and the consumers that can also
enjoy economic benefits by purchasing those products and services. On the other hand, when
small stores sell low-price products and services, there is little cashless advantage and consumers’
economic benefits are also limited. Conversely, in that case, the impact of the costs of
introducing cashless settlements cannot be ignored.
Furthermore, real-time cashless payments are not widespread and the use of prepaid and
postpaid payments accounts for the majority. Therefore, behavioral biases caused by the
comparatively lower financial literacy of Japanese consumers are likely to be impeding Japanese
society from becoming cashless. In particular, the financial literacy level of the low-income
class, which is likely to include many young and old-old people, tends to be lower than the other
classes. The Japanese consumers’ way of thinking about cashless payments is consistent with the
characteristics of their financial literacy. As a result, as cashless payments are promoted more in
Japan, it will become more necessary for Japanese society to resolve the financial inclusion









福 本 勇 樹*
＊ ニッセイ基礎研究所金融研究部主任研究員






































































4) 日本銀行「家計の金融行動に関する世論調査（二人以上世帯調査）」（2018 年）では，1 万
円から 5 万円の支払い手段で，クレジットカードと回答した割合は 55.5％で，現金と回答
した割合（52.1％）よりも高い。
5) 他にも，金融審議会「金融制度スタディ・グループ平成 30 年事務年度第 3 回資料」にお
いて，キャッシュレス決済の指標として，銀行口座間の振込を考慮することの重要性につい
て言及がある。


























































































































































































12) 北欧諸国など，先進国ではキャッシュレス化は銀行の営業店舗や銀行 ATM の削減ととも
に加速する傾向がある。拙著「キャッシュレス先進国にみる金融インフラの効率化」（ニッ































13) ただし，中国では営業店舗数や銀行 ATM の設置台数は近年減少に転じている（「銀行
ATM，世界で減少 キャッシュレス決済普及」（日本経済新聞 2019 年 7 月 21 日））。中国の
都市部を中心にモバイル決済の普及率が 100％に達していることがその要因として大きいも
のと見られる。
14) ケニアで普及しているモバイル決済サービス (M-Pesa) では，M-Pesa の店舗にてお金を預
ける（デポジット）と，携帯電話を通じた送金サービスの利用が可能となるため，銀行口座
の開設を必要としない。
































































銀行 ATM 設置台数の増加率（2012 年〜2016 年)






























































2018 年 4 月に策定された「キャッシュレス・ビジョン」において，キャッ
シュレス決済比率を 4 割とする KPI が 2 年早められ，大阪万博開催時の 2025























2014 年 6 月：「日本再興戦略（改訂）2014」の閣議決定
東京オリンピック・パラリンピックを踏まえて，外国人観光客の増加を見据えたクレジットカ
ード等によるキャッシュレス化への対応策を検討




2015 年 6 月：「日本再興戦略（改訂）2015」の閣議決定
「キャッシュレス化に向けた方策」に基づいた推進が掲げられる




2016 年 6 月：「日本再興戦略 2016」の閣議決定
「キャッシュレス化に向けた方策」「明日の日本を支える観光ビジョン」の推進に加えて，ビッ
グデータの利活用も方策として追加
2017 年 5 月：「FinTech ビジョンについて」の取りまとめ（経済産業省）
政策指標として，キャッシュレス決済比率を民間消費支出に占めるクレジットカード，デビッ
トカード，電子マネーによる決済額として設定
2017 年 6 月：「未来投資戦略 2017」の閣議決定
キャッシュレス決済比率の数値目標（今後 10 年間で倍増（40％）），消費データ利活用のため
のクレジットカードデータに係る API 連携の推進等の決定
2018 年 4 月：「キャッシュレス・ビジョン」の策定（経済産業省）
大阪・関西万博に向けて，キャッシュレス決済比率 40％の数値目標の 2 年前倒し（2025 年ま
で）し，将来的には，世界最高水準の 80％を目指すなど，各種方策について策定
2018 年 7 月：産学官からなる「キャッシュレス推進協議会」の設立（経済産業省）
経済産業省を中心としたキャッシュレス社会の実現に向けた取組み母体の設立
2018 年 10 月：消費増税の表明
消費者による中小の小売店でのキャッシュレス決済にポイント 2％還元などの検討を開始



































で拡大することになる。Moody’s Analytics (2016) では，キャッシュレス決済の








































決済・市場インフラ委員会アウトリーチ会合における挨拶 2017 年 10 月 4 日）や，日本銀
行雨宮副総裁「日本銀行はデジタル通貨を発行すべきか（「ロイター・ニュースメーカー」


































20) 詳しくは，拙著「全銀システム 24 時間化に見る金融機関における決済『高度化』の目指
すべき方向」（銀行実務 2018 年 11 月号 銀行研修社）などを参照されたい。
21) 横浜銀行，りそな銀行やゆうちょ銀行を中心とする「銀行 Pay」，みずほ銀行が中心とな















































































24) ｢電子レシートの標準仕様を検証する実験を行いました」（経済産業省 2018 年 6 月 29 日）
25) ｢『コンビニ電子タグ 1000 億枚宣言』を策定しました〜サプライチェーンに内在する社会
課題の解決に向けて〜」（経済産業省 2017 年 4 月 18 日）
26) ｢電子タグを用いた情報共有システムの実験を行います 生活者を含むサプライチェーンの
連携を通じた社会課題の解決に向けて」（経済産業省 2019 年 2 月 8 日）
27) 平成 30 年度第 2 次補正予算「生活空間におけるサイバー／フィジカル融合促進事業費補



















2019 年 10 月に予定されている消費増税に伴って，消費者がキャッシュレス
決済手段を用いて中小・小規模の小売店・サービス業者・飲食店等で支払った
場合に，個別店舗については 5％，フランチャイズチェーン加盟店等について

























中小・小規模事業者がキャッシュレス決済を導入する際に，必要な端末等導入費用の 1 ／ 3





























29) ｢キャッシュレス・消費者還元事業（ポイント還元事業）の概要」（経済産業省 2019 年 4
月 12 日）
30) 例えば，「生活意識に関するアンケート調査（第 74 回）の結果（2018 年 6 月）」（日本銀
行情報サービス局 2018 年 7 月 6 日）では，決済手段を選択する際に重視することとして，
回答者の 50.6％が「ポイントや割引などの便益面」を挙げている。
31) 「消費増税のポイント還元対象狙い？ 小売業「中小企業化」相次ぐ」（SankeiBiz 2019 年
8 月 21 日）など。
消費者に対するポイント還元だけではなく，中小企業がキャッシュレス化す
る際にかかるコストを軽減するような政策も含まれている。具体的には，キャ
ッシュレス決済端末の導入に対する補助金（決済サービス事業者が 3 分の 1 を負
担することを条件に，残りの 3 分の 2 を国が補助する）や決済手数料への補助金
（決済サービス事業者に支払う加盟店手数料の上限を 3.25％とするという条件付きで，


















































































































































36) 例えば，「生活意識に関するアンケート調査（第 73 回）の結果（2018 年 3 月）」（日本銀
行情報サービス局 2018 年 4 月 5 日）では，日常生活に現金を利用する理由として，回答者
の 37.8％が「手数料などのコストがかからない」ことを挙げており，「生活意識に関するア


















































第 2 章 日本のキャッシュレス化と金融リテラシーが与える影響
に関する考察
1．決済手段の選択局面において発生する行動バイアスに関する整理







































































































































全体 48.6% 51.4% -2.8%
男性 20代 57.7% 42.3% 15.4%
30代 58.5% 41.5% 17.0%
40代 58.6% 41.5% 17.1%
50代 59.0% 41.0% 18.0%
60代 59.3% 40.7% 18.6%
男性全体 58.7% 41.3% 17.4%
女性 20代 36.8% 63.2% -26.4%
30代 35.4% 64.6% -29.2%
40代 36.7% 63.3% -26.6%
50代 42.0% 58.0% -16.0%
60代 40.9% 59.1% -18.2%



































































































































効果，インフレーション，金利，複利効果）について 4 問中 3 問以上正答すると
経済研究所研究報告（2020）
─ 28 ─










ラシーのある成人の割合（2015 年）」と「一人当たり名目 GDP（2017 年）」を

























































して，1999 年から 2002 年にかけてクレジットカードの発行枚数は 2.7 倍，
経済研究所研究報告（2020）
─ 30 ─
43) 「人民銀，現金支払への対応を原則義務付け」（日本貿易振興機構（JETRO），2018 年 7
月 19 日）
44) 「サンフランシスコ，小売店などに現金支払受け入れを義務化」（日本貿易振興機構
(JETRO)，2019 年 5 月 17 日）
45) 一定規模の店舗（年商 240 万円以上）に対してクレジットカード端末の導入を義務化した。
また，消費者には年間クレジットカード利用額の 20％の所得控除（上限 30 万円）や宝くじ
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